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１ 目的 
この募集要項は、富士市有収率向上対策業務委託（以下「本業務」という。）の契

約候補者を公募型プロポーザル方式により募集し、特定するための手続きに関する必
要事項を定めるものである。 
 

２ 業務概要 
⑴ 業務の目的 

本業務は、富士市（以下「発注者」という。）における喫緊の課題である有収率
の向上を目指し、富士水系と神谷水系をモデル地区として、有収率向上に効果が期
待される複数の取り組みを包括的に実施する。さらに、効果の検証と評価を行い、
他地区へ適用可能な有収率改善策を導き出すことで、水道事業全体の効率化と安定
化を図ることを目的とする。 

 
⑵ 履行期間 

契約締結日から令和１０年３月３１日まで 

 

⑶ 委託料の上限額 
２０９，０００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、提案時の見積金額の上限を
示すものである。また、各年度の支払限度額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
は以下のとおりとする。 

令和７年度 ６６，０００，０００円 

令和８年度 ７１，５００，０００円 

令和９年度 ７１，５００，０００円 
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３ 参加資格要件 
本プロポーザルに参加することができる者は、次に掲げる事項を全て満たすものと

する。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな
い者であること。 

⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをして
いる者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）、民事再生法（平成１１年法
律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定
を受けている者を除く。）又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手
続開始の申立てをしている者でないこと。 

⑶ 本市の入札参加資格審査登録者であること。 

⑷ 参加申請書提出期限の日までに、「富士市工事請負契約等に係る指名停止等措置
要領」又は「富士市物品購入等の契約に係る指名停止等措置要領」に基づく指名停
止の措置を受けていない者であること。 

⑸ 次に掲げる要件のいずれにも該当しない者であること。 

ア 役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は
相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務
を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力
を有するものと認められる者をいう。以下同じ。）が暴力団員等（暴力団員によ
る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規
定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以
下同じ。）であると認められる者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定
する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与している
と認められる者 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 

エ 役員等が直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与してい
ると認められる者 

オ 前各項目に規定するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係
を有していると認められる者 

⑹ 漏水調査等の直接調査業務については、調査専門企業等への再委託を認める。た
だし、漏水調査担当企業は、以下の要件を満たすこととする。 

ア 業務実績 

令和２年度以降、国内の給水人口１５万人以上の水道事業体において、漏水調
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査業務を受託した実績を有することとし、現在履行中である場合は、契約から１
年以上経過していること。 

イ 主任技術者の配置 
次のいずれかの資格を有する者を主任技術者として配置すること。また、主任

技術者は、漏水調査に関して１０年以上の実務経験を有し、かつ常時雇用関係に
ある者とする。 
(ｱ) 給水装置工事主任技術者 
(ｲ) 公益社団法人日本水道協会が認定する水道施設管理技士（管路１級又は２

級） 
(ｳ) 全国漏水調査協会が認定する主任技師 

⑺ 統括マネジメント担当企業は以下の要件を満たすこととする。 

ア 業務実績 

令和２年度以降、水道事業（工業用水道事業を含む。）において、次の実績を
有すること。 

また、これらの実績には、包括委託やコンセッション等の官民連携事業や水道
事業等における技術実証や共同研究での実績も含むものとし、現在履行中である
場合は、契約から１年以上経過していること。 

なお、(ｱ)から(ｶ)の各項目については、同一業務内での実績である必要はなく、
複数の業務での実績を合わせて要件を満たすことができる。 

(ｱ) 水道管路網の配水制御（運用）に関する実績 
(ｲ) 漏水管理等の保全管理に関する実績 
(ｳ) 有収率向上に関わる調査・検討を実施した実績 
(ｴ) 水道管路のリスク評価を行い、それに基づく管路更新計画を作成した実績 
(ｵ) 水道管路の管網解析及び再構築を行った実績 
(ｶ) 配水制御計画を作成した実績 

イ 統括責任者の配置 

次のいずれかの資格を有する者を統括責任者として配置すること。また、統
括責任者は、「ア 業務実績」に定めるいずれかの実務経験を有し、かつ常時雇
用関係にある者とする。 

(ｱ) 技術士（総合技術管理部門−上下水道−上水道及び工業用水道） 
(ｲ) 技術士（上下水道部門−上水道及び工業用水道） 
(ｳ) 公益社団法人日本水道協会が認定する水道施設管理技士（管路１級） 
(ｴ) ＲＣＣＭ（上水道及び工業用水道） 
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４ 参加資格審査 
⑴ 提出書類 

本プロポーザルへの参加を希望する者（以下「申請者」という。）は、提出期限
までに次の書類を提出すること。 

№ 名称 様式 提出部数 

１ プロポーザル参加申請書 様式１ 

各１部 

２ 会社概要書 様式２ 

３ 業務実績調書（統括マネジメント担当企業用） 様式３−１ 

４ 業務実績調書（漏水調査担当企業用） 様式３−２ 

５ 統括責任者経歴書 様式４−１ 

６ 主任技術者経歴書 様式４−２ 

 

⑵ 提出方法 
ア 提出期限 

令和７年４月１４日（月）午後５時必着 

イ 提出場所 

〒４１６−８６８６ 

静岡県富士市本市場４４１番地の１ 

富士市上下水道部水道工務課（富士総合庁舎６階） 

ウ 提出方法 

持参又は郵送によるものとし、電子メール及び電子記録媒体による提出は認め
ない。持参による受付は、平日開庁日の午前８時３０分から午後５時までとする。 

なお、郵便事故等について、発注者は一切の責任を負わないものとする。 

エ 費用負担 

申請に関する費用は、全て申請者の負担とする。 

 

⑶ 審査方法 
提出された書類を本要項に基づき評価委員会が審査する。 

 

⑷ 結果の通知 
審査結果については、評価委員会終了後に全ての申請者宛に電子メール及び書面

により通知する。 

なお、非選定理由の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土
曜日、日曜日及び祝日を含まない。）以内に、郵送又は持参により書面（任意様式）
を提出することで、発注者に対して非選定理由の説明を求めることができる。 
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⑸ 参加資格審査に係る質問の受付及び回答 
ア 受付期間 

公告日から令和７年４月７日（月）午後３時まで 

イ 受付方法 

質問書（様式５）に記入して電子メールで提出すること。また、質問書を送信
した場合は、電話にて受信の確認を行うこと。なお、電子メール以外による質問
は一切受け付けないものとする。 

メールアドレス： su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp 
電話番号   ： ０５４５−６７−２８３３（直通） 

ウ 回答日及び回答方法 
令和７年４月９日（水）午後３時に富士市ウェブサイトに掲載する。 

 
⑹ その他 

提出された書類は、審査結果によらず返却しない。また、提出書類は本業務にお
ける審査のみに使用し、申請者の承諾なく他の目的には使用しない。  

mailto:su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp
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５ 提案審査 
⑴ 提出書類 

参加資格審査において、本プロポーザルへの参加資格を有すると認められた事業
者（以下「参加事業者」という。）は、提出期限までに次の様式を用いて提案書を
提出すること。 

№ 名称 様式 備考 
１ 提案書表紙 様式７ 正本、副本 
２ 会社概要等に関する項目 様式８ Ａ４ ３枚以内 
３ 業務体制等に関する項目 様式９ Ａ４ ２枚以内 
４ 業務実施方針に関する項目 様式１０ Ａ４ ２枚以内 
５ 有収率向上施策に関する項目 様式１１ Ａ４ ６枚以内 
６ 統括マネジメントに関する項目 様式１２ Ａ４ ３枚以内 
７ 見積書 様式１３ １部 

 

⑵ 提出部数 
正本１部、副本７部、見積書１部 

 

⑶ 提出書類に関する注意事項 
ア 提出書類の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円とすること。 
イ 用紙は日本産業規格Ａ４縦、横書き、左綴じとし、片面印刷とする。 

ウ 文字サイズは１０．５ポイント以上とする。ただし、図表等で使用する場合は
この限りではない。 

エ 提案書の内容には見積金額を記載しないこと。 

オ 見積書には履行期間の総額と各年度の金額を記載し、各年度の積算根拠が分か
る内訳書を添付すること。なお、内訳書の様式は任意とする。 

カ 見積金額は、消費税及び地方消費税相当額を除いた金額とすること。 

キ 見積書は、提案書とは別に厳重に封かん、封印し、１部提出すること。 

ク 見積金額が「２ ⑶ 委託料の上限額」を超えた場合は失格とする。 

ケ １者１提案とする。 

 

⑷ 提出方法 
ア 提出期限 

令和７年５月１６日（金）午後５時必着 

イ 提出場所 

〒４１６−８６８６ 
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静岡県富士市本市場４４１番地の１ 

富士市上下水道部水道工務課（富士総合庁舎６階） 

ウ 提出方法 

持参又は郵送によるものとし、電子メール及び電子記録媒体による提出は認め
ない。持参による受付は、平日開庁日の午前８時３０分から午後５時までとする。 

なお、郵便事故等について、発注者は一切の責任を負わないものとする。 

エ 費用負担 

提案に関する費用は、全て参加事業者の負担とする。 

 

⑸ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 
ア 実施場所及び実施日時 

令和７年５月２７日（火）を予定しており、場所及び時間は別途指定する。 

イ 参加人数 

４人以内とし、プレゼンテーション及びヒアリング出席者報告書（様式１４）
により実施日前日までに郵送又は電子メールで報告すること。 

ウ 説明時間等 

プレゼンテーションは準備時間を含み３０分以内とし、その後、評価委員会委
員からの質疑を１０分程度行う。 

エ プレゼンテーション方法及び内容 

パソコン等の電子機器を用いて行うことができるものとし、必要に応じて会場
に備え付けのプロジェクターを利用することができる。ただし、スクリーンはな
いため壁への投影となる。 

なお、提案書に記載していない新たな提案や、新たな資料を配付又は提出する
ことはできない。 

オ その他 

(ｱ) プレゼンテーションを行う順番は、提案書の受付順とする。 

(ｲ) 評価委員会が必要と認めた場合は、実施対象者を限定する場合がある。 

(ｳ) プレゼンテーション及びヒアリングは非公開にて行う。 

(ｴ) プレゼンテーション及びヒアリングの状況を録音又は録画してはならない。 
(ｵ) 会場備え付けのプロジェクターにはＨＤＭＩケーブル３ｍが付属する。 

 

⑹ 審査方法 
ア 契約候補者の特定方法 

提案書等の評価は、評価委員会が行う。評価委員会の委員は、富士市有収率向
上対策業務委託契約候補者選定基準に基づき、委員ごとに評価・採点を行う。 

委員会は、最高得点者を契約候補者として特定し、次点の得点者を次点候補者
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として特定する。 

なお、最高得点者が２者以上ある場合は、当該参加事業者の評価項目「有収率
向上施策に関する項目」の得点の高い者を第１順位とし、更に同点の場合は、「統
括マネジメントに関する項目」の得点が高い者を上位とする。 

会議は非公開で行い、審査経過等に関する問い合わせには応じない。 

イ 評価項目及び配点 

評価項目 配点 計 

会社概要等に関する項目 
会社概要 5 

15 
受注実績 10 

業務体制等に関する項目 
業務体制 10 

20 
技術者配置 10 

業務実施方針に関する項目 10 10 

有収率向上施策に関する
項目 

漏水等調査の最適実施に関
する提案 

90 

175 
老朽管路の最適更新に関す
る提案 

50 

配水制御の適正化に関する
提案 

35 

統括マネジメントに関す
る項目 

有収率向上施策推進、進捗管
理に関する提案 

15 

70 
有収率向上施策の寄与効果
検証に関する提案 

25 

データ活用による有収率向
上及び管路の予防保全管理
方策等の提案 

30 

各評価委員評価点(A) 290 
評価委員評価点 合計（B=A×5 人） 1,450 

提案見積金額に関する項
目(C) 

提案見積金額の妥当性 50 50 

総合評価点（B+C） 1,500 
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⑺ 結果の通知 
審査結果については、全ての参加事業者宛に電子メール及び書面により通知する。 
なお、非選定又は非特定の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して

７日（土曜日、日曜日及び祝日を含まない。）以内に、書面（任意様式）を郵送又
は持参することで、発注者に対して非選定又は非特定理由の説明を求めることがで
きる。ただし、審査結果に関する異議申し立ては受け付けない。 

 

⑻ 質問の受付及び回答 
参加事業者からの質問は、以下により受け付ける。 

ア 受付期間 

令和７年４月２３日（水）から令和７年４月３０日（水）午後３時まで 

イ 受付方法 

質問書（様式５）に記入して電子メールで提出すること。また、質問書を送信
した場合は、電話にて受信の確認を行うこと。なお、電子メール以外による質問
は一切受け付けないものとする。 

メールアドレス： su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp 
電話番号   ： ０５４５−６７−２８３３（直通） 

ウ 回答日及び回答方法 
令和７年５月９日（金）午後３時に富士市ウェブサイトに掲載する。 

 
⑼ その他 

提出された書類は、審査結果によらず返却しない。また、提出書類は本業務にお
ける審査のみに使用し、申請者の承諾なく他の目的には使用しない。 

  

mailto:su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp
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６ 契約の締結 
契約候補者の特定後、発注者と契約候補者は業務内容について協議により仕様を確

定し、契約候補者は確定した仕様に基づき見積書を提出する。 

ただし、契約候補者との協議が不成立となった場合には、次点候補者と同様の協議
を行うことができるものとする。 

 

 

７ 参加の辞退 
参加事業者が辞退を希望する場合は、プロポーザル参加辞退届（様式６）を持参又

は郵送により提出しなければならない。 

また、辞退した場合でも、提出された書類は返却しない。 

 

 

８ その他留意事項 
⑴ やむを得ない理由により、本プロポーザルが中止となった場合でも、提出書類の

返却は行わないものとし、また、プロポーザルに要した費用についても発注者に請
求することはできないものとする。 

⑵ 次に掲げる事項に該当する者は、失格とする。 

ア 提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

イ 見積金額が委託料の上限額を超えた場合 

ウ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

エ 評価に関わる委員に対し、直接・間接を問わず故意に接触を求めた場合 

オ その他、選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

⑶ 本プロポーザルで知り得た情報等について、他に漏らしてはならない。その職を
退いた後も同様とする。 
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９ 日程表 

№ 実施内容 日時等 

１ 募集公告 令和７年４月１日（火） 

２ 参加資格審査に係る質問の受付期限 
令和７年４月７日（月） 

午後３時まで 電子メール 

３ 参加資格審査に係る質問への回答 
令和７年４月９日（水） 

午後３時 ウェブサイト 

４ 参加資格審査申請期限 
令和７年４月１４日（月） 

午後５時必着 持参又は郵送 

５ 参加資格審査結果の通知 
令和７年４月２３日（水） 

電子メール及び書面 

６ 提案審査に係る質問の受付期間 

令和７年４月２３日（水）から 

令和７年４月３０日（水） 

午後３時まで 電子メール 

７ 提案審査に係る質問への回答 
令和７年５月９日（金） 

午後３時 ウェブサイト 

８ 提案書提出期限 
令和７年５月１６日（金） 

午後５時必着 持参又は郵送 

９ 出席者報告書の提出期限 
プレゼン実施日前日までに 

郵送又は電子メール 

１０ プレゼンテーション 令和７年５月２７日（火）予定 

１１ 結果の通知 令和７年５月２９日（木）予定 

１２ 契約締結 令和７年６月下旬予定 

 

１０ 問い合わせ先 
〒４１６−８６８６ 

静岡県富士市本市場４４１番地の１（富士総合庁舎６階） 

富士市上下水道部水道工務課 工務担当 

電話番号 ： ０５４５−６７−２８３３（直通） 

ＦＡＸ  ： ０５４５−６７−２８９３ 

電子メール： su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp 

mailto:su-koumu@div.city.fuji.shizuoka.jp

